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日本一くらしやすい川崎へ！日本一くらしやすい川崎へ！

いちばん近くで、動く、働く、いちばん近くで、動く、働く、

川崎国際環境技術展2011開催

復興再生に全力!!
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公明市議会ニュース公明市議会ニュース
第2回　定例会　代表質問第2回　定例会　代表質問

　「川崎のあったかさと便利さ」が続くように！ 6月13日、浜田
まさとし議員は公明党の代表質問に立ち、子育て、災害対策、奨
学金など27テーマについて質問しました。以下、主な内容です。

代表質問に立つ 浜田議員

歳出削減図れ !

ＩＰＳ細胞の研究に大きく貢献！
！待機児童ゼロを実現へ！待機児童ゼロを実現へ！

� 共産党が反対「子どもを虐待から守る条例」可決！

市営住宅へ若年層の入居促進！市営住宅へ若年層の入居促進！

いちばん近くで、動く、働く、いちばん近くで、動く、働く、

いちばん近くで、動く、働く、いちばん近くで、動く、働く、

いちばん近くで、動く、働く、いちばん近くで、動く、働く、
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「風しん」・「インフルエンザ」
予防接種費用を助成！

中原図書館が新しく
オープンしました！ 市営住宅駐車場

空きスペースに
民間パーキング設置！

団体ヒアリングを
精力的に開催！

IPS細胞の研究に
大きく貢献！

通学路の安全対策強化せよ !
活性化活性化！女性の活躍で地域を活性化！女性の活躍で地域を活性化！

　IMF（国際通貨基金）が「日本は社
会の高齢化に対応するために雇用対
策や規制緩和で女性の就業を拡大す
べき」と指摘していることをあげ、女
性の再就職支援の充実を要請。また、
市役所での女性管理職の積極登用を
求めました。
　市長、経済労働局長は、昨年度の「キ
ャリアサポートかわさき（電話044-
811-6088）」での女性向けセミナー
に118名が参加し、登録者275名のう

ち103名が就職できたことを報告。「女
性が経験や知識を活かしてイキイキ
と働くことで、地域活性化も大きく
進むと期待する」と答え、支援強化を
明言しました。
　市役所の課長級に占める女性比率
については、平成16年の6.5％を25
年に18％に高めようとしたものの
16.2％に留まったとし、「さらに高い
目標を設定し、環境整備を図る」と答
弁しました。

！公共工事労務単価を引上げ！

の回収を促進！小型家電の回収を促進！

！高等学校奨学金 年度途中申請に対応へ！

れ！れ！ ！守れ！ 災害弱者！守れ！ 災害弱者！
　高齢者や障がい者など災害の時に
支援が必要な人を「災害時要援護者」
と言います。災害時要援護者本人の
同意を得た上で避難支援用の名簿を
作る「災害時要援護者避難支援制度」
がスタートして5年、全国的に名簿登
録が進まないことから（川崎市の登
録率は23％）、対象者への丁寧なお知
らせと、町内会・自治会向けのわかり
やすいマニュアル作りを強化すべき
と主張しました。
　健康福祉局長は、5年間で一度しか
郵送していないダイレクトメールを

再度対象者へ郵送すると答え、「登録
促進の効果的な方法について、町内会・
自治会、自主防災組織等のご意見を
伺いながら検討する」と約束しました。

　川崎市は、昨年度1年間で18か所
の認可保育所を新設するなど、計
1,505人の定員拡大を実施。しかし、
4月現在の待機児童は昨年より177人
減少したものの438人に。そこで、認
可外保育所への支援充実など、取り
組みを強化し、3年程度で待機児童ゼ

ロを達成すべきと迫りました。
　市長、こども本部長は「認可外の川
崎認定保育園に通う児童について、
保護者負担を減らすため10月から月
5,000円の補助を行う」また、「4月か
ら区役所・支所に子育てサポーター
を配置し、入所できなかった人のア

フターフォローを実施している」と
答弁し、「子育て世代が希望をもって
生み育てることのできる取り組みを
進める」と約束しました。


